
-,- -- ~ ----
I 

I 

, ver.O'--J 
l 
1

,

 

Ver.3 

I

I

 

Ver.2 

新潟県広域避難
の行動指針

Vef:1 

原子力災害に備えた

新潟県広域避難の行動指針（概要）

【新潟県広域避難の行動指針(Ver.1)のポイント】
n- - -

●平成l,il年8月改訂の県地域防災計画（原子力災害対策

編（)に墓づぎ、 市町村：関係機関と広域避難をめぐる諸
課題にういて検討の上、作成

～主な内容～

0靡曼対策の基本スキーム（事態の進展に合わせた防護措置）しの在り方

0 原子力災害対策重点区域市町村の避難先の考え方消・避難先

市町社（候補）

（イメージ）

0 要配慮者の避難調整の仕組み

【課題 】

● 今後、課題に対する対応がされ次第、新潟県広域避難の
行動指針をバージョンアップ（左図）

～主な課題～

等

8 災害対策基本法や原子力災害対策特別措置法の見直し等も

視野に入れた複合災害時の組織体制（指揮命令系統含む）の構築

ぃ緊急時における安定ョウ素剤の配布、服用のための薬事法等の

見直し

0 民間事業者、防災業務関係者等のための労働関係法令の整備

等
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原子力災害に備えた

新潟県広域避難の行動指針

(Ver. 1 H26. 3月）

新潟県柏崎刈羽原子力発電所における原子力災害に備えて、広域避難

を含む防護措置等について現時点における考え方を整理したものであ

る。

この後、関係諸法令、原子力災害対策指針、地域防災計画等の改正、

または市町村 • 関係機関と引き統きの検討結果により随時、 更新するも

のとする。

新潟県



新潟県広域避舅の行動指針について

1. 「新潟県広域避難の行動指針」について

県は．福島第一原発事故等を踏まえ．平成 24年8月、県地域防災計画（原

子力災害対策編）を改定しました．

その後、 福島第一原発事故の避難の状況を踏まえ、市町村 • 関係機関と広域
避難のための課題（参照：次頁）についての検討を続けてまいりました．

広城避業をめぐる諸課題の検討を踏まえて、本「新潟県広域避難の行動指針」

を策定いたしました。

2.避難等に関する様々な課題

福島第一原発事故のような過酷事故が起きた場合の防護対策には、未だ検討

を必要とする事項が多数あります．、

例えば、現在高線量下での民間人の労働のあり方など国レペルでの検討が

進んでいない状況楽 1や、避離と原発のフィルターペントの運用手順と の整合

性などが確認されていない状況苓2があります。

また要配慮者の避難体制など今後も十分な検討を必要とする課題もありま

す。

その他、講じるぺき防護措性の判断基準についても今後さらに證綸が必要な

状況です。

3.原子力防災隕係者の情報共有の必妻

一方、原発は停止していても事故の可能性がありますっ

このような状況においては、県、市町村、関係機関等がその時々で最新の基

本的な情報、考え方を共有し、万が一の事故に備えておくことが必要です。

4. 「新潟県広填避難の行動指針Jの随時更新

本渭t潟県広域避難の行動指針1は、現時点における基本的な考え方をまと

めたものであり、今後も随時更新を行っていく予定です。

上記 2のような諜起が解決され次第、本「新潟県広城避難の行動指針Jも随

時内容を更新し、常に関係者と共有してまいりたいと考えています。

いざ事故の時には実際の防護措置に役立つよう、引き続き、 市町村、開係機

関と検討を重ね、情報共有に努めてまいります。

平成 26年 3月

新潟 県

i91 r原子力発屯所の安全対策及び住民等の防護対策について」平成25年4月22El 
知「柏崎刈羽原子力発隠所の規制基準適合申請に係る粂i牛付き承認につしてこ平成25年9月26日



【福島事故以降の「防護対策」に関する検討等】

●国 ：0 「原子力施設等の防災対策について」の見直しに関する考え方について

（中間とりまとめ）〈平成 24年3月22日〉

〇原子力災害対策指針〈平成 24年 10月 31日策定〉

（平成25年 2月 27日全部改正）

（平成25年 6月 5日全部改正）

（平成25年 9月 5日全部改正）

● 県：R柏崎刈羽原子力発電所の過酷事故時における対策の考え方（事務局暫定案）

〈平成 24年4月〉

＠新潟県地域防災計画（原子力災害対策編）〈平成 24年 8月修正〉

●新潟県広域避難対策ワーキングチーム ：

以下の 10課題を 10チームで検討〈平成24年 11月 28日～〉

① 情報伝達・双方向の在り方

・・・県、市町村及び住民との情報共有の仕組みの検討 等

② 避難先の事前マッチング

・ ・ • PAZとUPZ市町村と受入市町村のマッチング

③ 避難ルート、広域移動手段 （屋内退避のあり方を含む）の検討

・・・ 災害時の高速道路を含めた道路の利用、避難方法の検討 等

④スク リーニング体制の整備

・・・ スクリーニング体制や人員確保の検討 等

⑤ 緊急時モニタリング体制の整備

・・・ 緊急時モニタリング実施範囲の拡大に伴う資機材 等

⑥受援体制のあり方

スクリーニング、 モニタリング等の応援要員の検討 等

⑦ 受入時の避難者対応、自主避難者への対応

..． 避難者数の把握、受入市町村への伝達、自主避難者の把握 等

⑧安定ヨウ素剤の取扱い

・・・配布、服用基準の検討 等

⑨ 災害時要援護者等

・・ ・災害時要援護者の受入施設の調査 等

⑩物資の調達、配送及び備蓄等の在り方

・・・物流の確保、配送方法及び備蓄等の検討 等

●市町村による原子力安全対策に関する研究会※：

実効性のある避難計画（暫定版）〈平成24年 11月 2日〉

••• 福島事故の教訓や知見を最大限に活かしながら、「避難・屋内退避 ・避難者の受入に対

する共通の考え方」を整理し、平成24年11月時点で、暫定版としたもの。

※ 原子力災害から市民生活の安全安心をめざし、県内の自治体が連携し
原子力安全対策に関する任意の研究会
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1 新潟県における原子力災害対策重点区域等

く 原子力災害対策重点区域 ＞ 

原子力災害対策重点区域を含む市町村は、以下の市町村とする。

区分 範囲 対象市町村

即時避難区域： PAZ

[ 予P防re的ca防u詞tion暉aryをA準ct備ioすnるzo区ne」発電所を中心とする半径 柏崎市

おおむね5キロメートル圏 刈羽村

柏崎市

避難準備区域： UPZ
長岡市

燕市
発電所を中心とする半径

見附市
[ 緊ur.. nし肝oteaive紅 tioo域］ おおむね5~30 

Planning Zona キロメートル 1屈
小千谷市

急時防護措置を準備する区
十日町市

上越市

出雲崎町

※屋内退避計画地域 (pPA)以遠については、 1-4頁を参照

《 参考 》

愈•
ヽ

左図は、即時避難区城 (PAZ)

及び避難準備区域 (DPZ)のそ

れぞれの目安となる柏崎刈羽原

子力発電所からの距離を示した

ものである。
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く 原子力災害対策重点区域の人口 ＞ 平成25年4月1日現在

区分 市町村名
原子力災害対策を重点的に

人口（人）
充実すべき区域

高浜コミュニティ

荒浜コミュニティ

即 松波地区コミュニティ

時 柏崎市 南部コミュニティ 16,800 

避 二田地区コミュニティ

難 中通コミュニティ

区 西中通コミュニティ . 
域

(PAZ) 刈羽村 村内全域 4,900 

小計 (A) 21,700 

区分 市町村名
原子力災害対策を重点的に

人口（人）
充実すべき区域

柏崎市 即時避難区域を除く市内全域 74,200 

長岡市 栃尾地域を除く市内全域 260,900 

燕市 市内大河津分水路左岸全域 400 

避

難 見附市 市内全域 42,200 

準
小千谷市 市内全域 38,800 

備

区
十日町市

十日町地域の一部、川西地域の一部、
7,400 

域 松代地域の一部

(UPZ) 柿崎区の全域

上越市 浦川原区、大島区、大潟区、吉川区の 16,000 

区域の一部

出雲崎町 町内全域 4,900 

小計 (B) 444,800 

合計 (A+B) 466,500 

※人口の箕出条件： 100人単位として、 100人未満の場合は切り上げ ― 

出典：広域避難対策検討ワーキングチーム第2班（避難先の事前マッチング）調べ
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く 原子力災害対策重点区域以遠の市町村別避難施設数等 ＞ 

H25年4月1日現在

1 ,1 • ＝寄ニ字ウ 2-::合(Z冑誼亭
31そのセ 99 •I-

に冑江 と胃”
市町村名

名Rマ 巴積 収写数 立駁汝 在積 収写哀 11!1i;l: 面積 しス容；；； 収写柔

（董芍！ (lIt) （人） （葦） (I I l I （人） （臣所｝ (nh 1人9 (）J 

"；、1千 I岱 191.309 95.614 IO 19.869 9.934 0 

゜゜
105.548 

ニ占千 山 32.59~ 10,763 5 7ル66 2..｛ l8 2; IU,44o 3.390 n,4?8 

氏午巴市 41 37,693 ~.965 5 4.581 2,775 : 1.294 783 祁，52J

”て巾 14 1•1．叩 I 9，⑱5 6 6,06S 3.o,8 

゜
u 

゜
12563 

F,上七 お -12.lぶ！ 14,0,13 II :1,39; 7.130 II 

゜゜
2 1, l13 

&../1夕 •14 36.196 21.8却 ， I :?.15-1 6、800 1 522 310 ~8.960 

合9高叶： 11 l~,017 s.012 i 11,1~5 ふ071 8 2,;ぶ： 1．吟5 12,175 

五a+ 2l 25,860 15,678 s lo,199 9.211 0 

゜゜
24SS9 

li)賃野FC IS 20,0S3 12,iO¥l 5 16999 0357 0 り u 9?．≪蒻

佐｀市 ” 
47,825 16.98i I : 19,,$0 18,().I9 I》

゜
n ➔1,03；； 

.lo.ii!市 15 1,.,06 8,033 ； 3226 •2,013 3 1.3l0 邸9 11.311 

弓9はい- 31 36.366 22,012 IJ 10．963 6,632 

゜゜゜
28.6U 

仕内99’ り 12.09~ 4.3邸 4 4,212 1.550 (I 0 

゜
3,916 

En町 ↓ 34,6>3 IO.~O 3 17.~82 5300 

゜
u 

゜
IS．碑

ヤS・9 2 3.057 1.629 .i l.87< 938 

゜
I i 

゜
2.48? 

田上r I 3241 1,061 8 4.668 2,723 

゜゜゜
4.690 

曰｀町 tO 12,81 l 3.:116 

＂ 
9.,;9 3.'..J07 I) 

゜゜
6,SS5 

偽、そご 6 3.“迅 1.；80 1 4 1.639 1,5?9 

゜゜゜
3,352 

¢耳広 10 6,m 3.0S4 I 1.?43 訟I

゜゜゜
3.j05 

闊’iけ 2 9.354 ふ363 I 3.61石 1.9~;; 

゜
1 9 n 6.308 

三島濤F l 467 16i 

゜゜゜゜
ol 

゜
166 

、1ヽ' sn 602,S99 ao.435 146 199,809 99,824 I I lG,030 d,248 406ふo;

出典：広域避難対策検討ワーキングチーム第2班 （避難先の事前マッチング） 調べ

※上記の表には、県有施設 （県立学校除く）及び民間施設は含まれていない。
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＜ 屋内退避計画地域 (PPA)以遠の対応について ＞ 
屋内退避計画地域 (PPA)以遠について、新潟県地域防災計画（原子力災

害対策編）では、緊急時モニタリングの結果等から避難又は屋内退避の対応が

必要な場合には、避難準備区域 (UPZ)等と同様の対応を実施するとしてい

る。

屋内退避計画地域 (PPA)以遠における防護措置等の対応についても、国

の検討結果や即時避難区域 (PAZ)及び避難準備区城 (UPZ)の検討を踏

まえて、今後検討を進める。

《新潟県地域防災計画 （原子力災害対策編） 抜粋 》
-----------------------------------------------------------------

r 3 屋内退避計画地域 (PPA : Plume Protection PI ann i ng Areaプルーム防護措置 I 

実施地域）

半径おおむね30~50キロメートル園については、プルーム通過時の被ばくを

避けるための防護措置として、屋内退避や、安定ヨウ素剤の備蓄等の計画をあ

らかじめ策定する地域とし、計測可能な判断基準のほか、事故の状況、気象条

件、大気中の放射性物質の濃度や線蘊率の予測結果により、必要に応じて、屋

内退避や安定ヨウ素剤の服用を実施する。

なお、屋内退避計画地域 (PPA) においても、緊急時モニタリングの結果

等から避難の対応が必要な場合には、避難準備区域 (UPZ) と同様の対応を

実施する。

I 4 放射線量監視地域

： 県内全域については、安定ヨウ素剤の備蓄などの計画をあらかじめ策定する

： 地域とする。

！ また、広域的な環境放射線モニタリングを実施するほか、必要に応じて、飲

！ 食物の汚染状況調査等を行い、その結果に基づき、外出自粛や飲食物の摂取制
！ 
1 限を実施する。

！ なお 放射線最監視地域においても、緊急時モニタリングの結果等から避難 I 

i や屋内退避の対応が必要な場合には、避難準備区域 (UPZ)又は屋内退避計 i 

： 画地域 (PPA) と同様の対応を実施する。

‘‘`----------------------------/ 
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2 避難等の防護措置を実施する際の基本スキーム

(,)緊急事態の段階

緊急事態に

対する準備

準備段階

原子力事業者、

固、地方公共団体

等が行動を計画

し、維持し、改善

するように、検討

等を行う．

事態の進展

緊急時対応 復旧

初期対応段階 中期対応段階 復旧段階

放射線被ばくによ 環境放射線モニタリ 被災した地城の長期

る確定的影響を回 ングや解析により放 的な復旧策を開始す

避するとともに確 射線状況を十分に把 るための計画を策定

率的影響を最小限 趾し、防護措骰の変 し、 通常の社会的 ・

に抑えるため迅速 更 ・解除や長期防護 経済的活動への復帰

な対応を行う。 措誼の検討を行う． の支援を行う．

（原子力災害対策指針の一部をイメージ化）

(2)緊急事態の初期対応段階における体制整備と防護措置等

警戒事態 全面緊急事態

緊急事態宣言

に基づく通報

原災法第15条

に基づく報告

（体制整侑等l
0要貝参集

0情報収集

【防護措僅等］

〇即時避難区域(PMJ内の

要配慮者等の避雉準（柑

0平常時モニクリングの

強化

etc. 

:::::し応援要請1|]:：□； 
〇住民等へ注意喚起 0住民等へ情報伝途

etc. etc. 

［防護措僅等］ ［防護措饂等）

〇即時避難区域(p.4:l)内の対応 〇即時避難区城(P肱加月応

・要配慮者等の避難実施
・住民等の避難実施

・住民等の避難準備
• 安定ヨウ索剤の服用

0緊急時モニクリング実施
0避難準備区域(UPZ)内

etc. 
は屋内退避実施

（原千ガ災害対策指針及び原子力災害対策マニュアルの一部をオメージ化）
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(3)事故等発生から全面緊急事態までの防護措置

①基本的な考え方

避難等防護措置にかかる指示の内容や発出時期については、原子力災害対

策指針に基づき、柏崎刈羽原子力発電所のEALの基準に応じて、段階的に

実施するものとする。

《EALに応じた防護措置のフロー》

施設内の
事故等の発生

事態の進展位女射性物質ぱ放出していない）

〉庄？）
即時

避難

区域

(PAZ) 

避難

準

区域

(UPZ) 

ノヽ
施設敷地緊急喜態

(EAL 2) 
全面緊急ポ態
(EAL3,) 

1蝉慮者等の諷準雙 1要配慮忠砂避難実邑l
1 避娃準備 JI 避難実施 」

戸 口
屋頑避準備 JI 屋内退避実施 J 

安定ヨウ素剤の

服用準備

避難、 一時移転、

体表面除染の準備

）
 z
 

p
外

備

域

‘,̀`
 

呻
準
区

u

ーー・・0 - - - - • - -..  - ·~ - - - - ·~ 9 -

， 鰯慮者等の 'i要配慮者等の避難受入 ＇
， 暉準備への協力 ’・ー'-、一

9 』

- - - - • 9 
ー一、ー・一ーー ・----・-・ー・.-・-.--・ -1.,  

- -・--・-- -・-・-， 避難準俯への協力 • 9 避難の受入 ・
ー・-·-·-・一ー・—..,..、 · -・-・--・-・- --

ー・・・'-・ - --・・-- -
I 安定ヨウ素剤の I 

， 服用準備 I 

--・-----・-”ノ
:'" - -・- -・ー・ー・ --
這難、一時移転、体表而 ！
，除染の準備への協力 I 

--·-・一・— · -·- --

（原子力災害対策指針の一部をイメージ化）

一1 即時避難区域 (PAZ)における対応

●放射性物質の放出前に避難を開始する。

●要配慮者等 （施設敷地緊急事態要避難者）は、優先して早期に避難する。

●全面緊急事態 〈EAL3)の段階において、避難と同時に安定ヨウ素剤

を服用する。

2 避難準備区域 (UPZ) における対応

●全面緊急事態 (EAL3)の段階において、屋内退避を実施する．
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